
 

豊中市高圧ガス保安法事務処理要綱 

 

 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大阪府産業保安行政事務に係る事務処理の特例に関す

る条例（平成１２年大阪府条例第６号）第３条の規定に基づき、本市が処

理する高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号。以下「法」という。）

の施行に係る事務処理（立入検査、違反処理及び事故措置に関するものを

除く。）に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（用語の定義）  
第２条 この要綱による用語の意義は、次に掲げるもののほか、法、政令及

び各規則において使用する用語の例による。 

（１）政令 高圧ガス保安法施行令（平成９年政令第２０号）をいう。 

（２）一般則 一般高圧ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５３号） 

をいう。 

（３）液石則 液化石油ガス保安規則（昭和４１年通商産業省令第５２号） 

をいう。 

（４）冷凍則 冷凍保安規則（昭和４１年通商産業省令第５１号）をいう。 

（５）容器側 容器保安規則（昭和４１年通商産業省令第５０号）をいう。 

（６）高圧ガス事業者等 高圧ガスの製造をする者、第一種貯蔵所、第二種  
貯蔵所の所有者、占有者、販売業者、高圧ガスを貯蔵する者、高圧ガス

を消費する者及び容器検査所の登録を受けた者をいう。  
（７）関係施設等 高圧ガス事業者等の事務所、営業所、工場、事業場、高  

圧ガス又は容器の保管場所及び容器検査所をいう。  
（８）高圧ガス施設台帳 電算処理した高圧ガス施設に関する情報を記録し 

たものをいう。  
（９）電 算処理  届出、申請、許可等に係る事務及び関係施設等の情報

をＰＣソフトで処理することをいう。  
（１０）受付印 印様式第１号の印をいう。 

（１１）届出受理済印 印様式第２号の印をいう。 

（各種申請の処理における共通事項）  
第３条 消防長は、法の規定に基づく申請については、次の各号に定めると

おりとする。  



（１）申請者が個人経営の事業者である場合は、その経営者とする。  
（２）申請者が法人である場合は、その代表者とする。ただし、同法人内の  

管理的立場にあるものを代理人として定め、申請を行う場合は、原則と  
して代表者の委任状を提出するものとする。  

（３）申請書は、２通提出を求めるものとし、それぞれに受付印を押印する。  
２ 手数料条例（平成１２年豊中市条例第９号）の規定により手数料の徴収

が必要なときは、同条例で定める額の手数料を申請者から徴収するものと

する。 

（製造等の許可又は変更許可の申請）  
第４条 法第５条第１項、法第１４条第１項、法第１６条第１項、法第１９

条第１項の規定による許可の申請があったときは、次により処理するもの

とする。  
（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  

要があると認めるときは調査を行う。  
（２）前号の審査及び調査の結果、対象施設の位置、構造及び設備（製造の  

許可に係る審査にあっては、製造の方法を含む。）が、法第８条第１号  
又は法第１６条第２項に規定する技術上の基準（以下「技術上の基準」 
という。）に適合していると認めるときは、高圧ガス製造施設等許可審  
査書（審査様式第１号）及び許可後の手続き書（許可様式第１号）を作  
成し、高圧ガス製造許可書（許可様式第２号）、高圧ガス製造施設等変更許可書 
（許可様式第３号）、高圧ガス貯蔵所設置許可書（許可様式第４号）又は高圧ガ 
ス貯蔵所位置等変更許可書（許可様式第５号）は電算処理を行い、当該申請  
書のうち１通を添付して申請者に交付する。  

（３）第１号の審査及び調査の結果、技術上の基準に適合していないと認め  
るときは、高圧ガス製造施設等許可審査書を作成し、不許可通知書（許  
可様式第６号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申  
請者に交付する。  

（完成検査の申請）  
第５条 法第２０条第１項又は第３項の規定による第一種製造者の製造の

ための施設の完成検査の申請又は第一種貯蔵所の完成検査の申請があっ

たときは、次により処理するものとする。  
（１）予防課長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、  

許可申請書に基づき完成検査を実施する。  
（２）前号の検査の結果、技術上の基準に適合していると認めるときは、高  

圧ガス施設台帳に係る電算処理後、高圧ガス製造施設等完成検査調査  



書（完成様式第１号）を作成し、製造施設完成検査証又は第一種貯蔵所  
完成検査証は、当該申請書のうち１通を添付して電算処理を行い、申請  
者に交付する。  

（３）第１号の審査及び調査の結果、技術上の基準に適合していないと認め  
るときは、高圧ガス製造施設等完成検査結果報告書を作成し、完成検査

不合格通知書（完成様式第２号）は電算処理を行い、当該申請書のうち

１通を添付して申請者に交付する。  
（保安検査の申請）  
第６条 法第３５条第１項の規定による高圧ガスの爆発その他災害が発生

するおそれのある製造のための施設（以下「特定施設」という。）の保安

検査の申請があったときは、次により処理するものとする。  
（１）予防課長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、  

保安検査を実施する。  
（２）前号の検査の結果、特定施設の位置、構造及び設備が、技術上の基準  

に適合していると認めるときは、高圧ガス施設台帳に係る電算処理後、 
高圧ガス製造施設等保安検査調査書（保安様式第１号）を作成し、保安  
検査証は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交  
付する。  

（３）第１号の審査及び調査の結果、特定施設の位置、構造及び設備が、技

術上の基準に適合していないと認めるときは、保安検査結果報告書を作

成し、保安検査不合格通知書（保安様式第２号）は電算処理を行い、当

該申請書のうち１通を添付して申請者に交付する。 

（容器検査の申請）  
第７条 法第４４条第１項の規定による容器検査又は法第４９条第１項の

規定による容器再検査の申請があったときは、次により処理するものとす

る。  
（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  

要があると認めるときは調査を行う。  
（２）前号の審査及び調査の結果、容器則第７条の容器検査における容器の  

規格（以下「容器の規格」という。）に適合していると認めるときは、 
容器検査審査書（審査様式第２号）を作成し、容器検査合格証（容器様  
式第１号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者  
に交付する。  

（３）当該容器検査に合格した容器については、刻印を行う。  
（４）第１号の審査及び調査の結果、容器の規格に適合していないと認める  



ときは、容器検査審査書を作成し、容器検査不合格通知書（容器様式第  
２号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者  
に交付する。  

（特別充てんの許可の申請） 

第８条 法第４８条第５項の規定による特別充てんの許可の申請があった

ときは、次により処理するものとする。  
（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  

要があると認めるときは調査を行う。  
（２）前号の審査及び調査の結果、当該容器に充てんする必要性及び安全性  

について総合的に危険のおそれがないと認めるときは、高圧ガス製造施  
設等許可審査書を作成し、特別充てん許可書（特充様式第１号）は電算  
処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交付する。  

（３）第１号の審査及び調査の結果、当該容器に充てんする必要性及び安全  
性について総合的に危険のおそれがあると認めるときは、高圧ガス許可  
審査書を作成し、特別充てん不許可通知書（特充様式第２号）は電算処  
理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交付する。  

（附属品検査の申請）  
第９条 法第４９条の２第１項の規定による附属品検査又は法第４９条の

４第１項の規定による附属品再検査の申請があったときは、次により処理

するものとする。  
（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  

要があると認めるときは調査を行う。  
（２）前号の審査及び調査の結果、容器則第１７条の附属品検査における附  

属品の規格（以下「附属品の規格」という。）に適合していると認める  
ときは、附属品検査審査書（審査様式第３号）を作成し、附属品検査合  
格証（附属様式第１号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添  
付して申請者に交付する。  

（３）容器検査に合格した附属品については、刻印を実施する。  
（４）第１号の審査及び調査の結果、附属品の規格に適合していないと認め  

るときは、附属品検査審査書を作成し、附属品検査不合格通知書（附属  
様式第２号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請  
者に交付する。 

（容器検査所の登録又は登録の更新の申請）  
第１０条 法第５０条第３項の規定による容器検査所の登録又は登録の更

新の申請があったときは、次により処理するものとする。  



（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  
要があると認めるときは調査を行う。  

（２）前号の審査及び調査の結果、容器則第３３条の容器検査所の検査設備  
の基準（以下「検査設備の基準」という。）に適合していると認めると  
きは、容器検査所登録審査書（審査様式第４号）を作成し、容器検査所  
登録票は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交  
付する。  

（３）第１号の審査及び調査の結果、検査設備の基準に適合していないと認  
めるときは、容器検査所登録審査書を作成し、登録審査不合格通知書（容  
検様式第１号）は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申  
請者に交付する。 

（高圧ガスの種類又は圧力変更の申請） 

第１１条 法第５４条第１項の規定による容器に充てんする高圧ガスの種

類又は圧力変更の申請があったときは、次により処理するものとする。  
（１）消防長は、当該申請書の内容を審査し、申請に係る電算処理後、必  

要があると認めるときは調査を行う。  
（２）前号の審査及び調査の結果、法第４４条第４項の規定による規格（以  

下「高圧ガス種類又は圧力変更の規格」という。）に適合していると認  
めるときは、高圧ガスの種類又は圧力の変更審査書（審査様式第５号） 
を作成し、高圧ガスの種類又は圧力の変更適合証（種圧様式第１号）は  
電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交付する。 

（３）第１号の審査及び調査の結果、高圧ガス種類又は圧力変更の規格に適  
合していないと認めるときは、高圧ガスの種類又は圧力の変更審査書を  
作成し、高圧ガスの種類又は圧力の変更不適合通知書（種圧様式第２号） 
は電算処理を行い、当該申請書のうち１通を添付して申請者に交付する。 

（関係行政機関への通報） 

第１２条 法第７４条第１項の規定による大阪府公安委員会又は豊中市消

防長への通報は、高圧ガス保安法に基づく許可等について（通報）（通報

様式第１号）により許可等を行った翌月に遅滞なくまとめて行うものとす

る。 

（各種届出等の処理における共通事項） 

第１３条 予防課長は、法又はこの要綱で定める届出又は報告（以下「届出

等」という。）を処理するときは、次の各号に定めるところによるものと

する。 

（１）届出等の書式は、法又はこの要綱で定める様式によるものとし、かつ 



、必要事項が記載されていることを確認するものとする。  
（２）個人経営の事業者にあっては、その経営者とする。  
（３）届出者が個人経営の事業者である場合は、その経営者とする。  
（４）届出者が法人である場合は、その代表者とする。ただし、同法人内の  

管理的立場にあるものを代理人として定め、申請を行う場合は、原則と  
して代表者の委任状を提出するものとする。  

（５）届出等は、２通提出を求めるものとし、それぞれに受付印を押印し、 
１通に届出受理済印を押印後、届出者に交付するものとする。 

（高圧ガス製造事業の届出） 

第１４条 法第５条第２項の規定による、高圧ガス製造事業の届出があった

ときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を審査し、届出に係る電算処理後、 

必要があると認めるときは調査を行う。 

（２）前号の審査及び調査の結果、技術上の基準に適合していると認めると 

きは、当該届出書のうち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出 

者に交付する。 

（３）第１号の届出書には、製造計画書（計画様式第１号）及び関係図書を 

添付させる。 

（第一種製造事業の承継の届出） 

第１５条 法第１０条の規定による、第一種製造事業承継の届出があったと

きは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を審査し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の審査の結果、承継があったものと認めるときは、当該届出書の 

うち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出者に交付する。 

（３）第１号の届出書には、承継があったものと認められる関係書類を添付 

させる。 

（第二種製造事業の承継の届出） 

第１６条 法第１０条の２第２項の規定による、第二種製造事業承継の届出

があったときの処理については、第１５条に準じて行う。 

（高圧ガス製造施設軽微な変更の届出） 

第１７条 法第１４条第１項ただし書の規定による、高圧ガス製造施設軽微

変更の届出があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 



（２）前号の届出書には、軽微な変更明細書（計画様式第２号）及び関係 

図書を添付させる。 

（高圧ガス製造施設等の変更の届出） 

第１８条 法第１４条第４項の規定による、高圧ガス製造施設等変更の届出

があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、変更明細書（計画様式第３号）及び関係図書を 

添付させる。 

（第一種貯蔵所の承継の届出） 

第１９条 法第１７条第２項の規定による、第一種貯蔵所承継の届出があっ

たときの処理については、第１５条に準じて行う。 

（第二種貯蔵所設置の届出） 

第２０条 法第１７条の２第１項の規定による、第二種貯蔵所設置の届出が

あったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、貯蔵計画書（計画様式第４号）及び関係書類を 

添付させる。 

（第一種貯蔵所軽微な変更の届出） 

第２１条 法第１９条第１項ただし書の規定による、第一種貯蔵所軽微変更

の届出があったときの処理については、第１７条に準じて行う。 

（第二種貯蔵所位置等変更の届出） 

第２２条 法第１９条第４項の規定による、第二種貯蔵所位置等変更の届出

があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、変更明細書及び関係図書を添付させる。 

（高圧ガス保安協会又は指定完成検査機関の完成検査受検の届出） 

第２３条 法第２０条第１項ただし書又は第３項第１号の規定による、高圧

ガス保安協会完成検査受検又は指定完成検査機関完成検査受検の届出が

あったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を確認し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の確認の結果、検査の受検があったものと認めるときは、当該届 



出書のうち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出者に交付する。 

（高圧ガス保安協会又は指定完成検査機関の完成検査結果の報告） 

第２４条 法第２０条第４項の規定による、高圧ガス保安協会完成検査結果

又は指定完成検査機関完成検査結果の報告があったときは、次により処理

するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を確認し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の確認の結果、技術上の基準に適合していると認めるときは、当 

該届出書のうち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出者に交付 

する。 

（３）当該報告書には、完成検査の記録を添付させる。 

（高圧ガス販売事業の届出） 

第２５条 法第２０条の４の規定による、高圧ガス販売事業の届出があった

ときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、次の書類を添付させる。 

ア 高圧ガス販売計画書（容器置場あり）（計画様式第５号）又は高圧

ガス販売計画書（容器置場なし）（計画様式第６号） 

イ 保安台帳（台帳様式第１号） 

ウ 販売台帳（台帳様式第２号） 

エ 関係図書 

（高圧ガス販売事業の承継の届出） 

第２６条 法第２０条の４の２第２項の規定による、高圧ガス販売事業承継

の届出があったときの処理については、第１５条に準じて行う。 

（販売に係る高圧ガスの種類の変更の届出） 

第２７条 法第２０条の７の規定による、販売に係る高圧ガスの種類変更の

届出があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、高圧ガス販売種類変更明細書（計画様式第７号）

を添付させる。 

（第一種製造者の高圧ガス製造開始又は廃止の届出） 

第２８条 法第２１条第１項の規定による、高圧ガス製造開始又は高圧ガス

製造廃止の届出があったときは、次により処理するものとする。 



（１）予防課長は、当該届出書の内容を審査し、届出に係る電算処理後、 

必要があると認めるとき調査を行う。 

（２）前号の審査及び調査の結果、公共の安全の維持又は災害の発生の防止 

上、適当であると認めるときは、当該届出書のうち１通に受付印及び届 

出受理済印を押印し、届出者に交付する。 

（３）当該届出書には、廃止の場合に限り廃止が認められる関係書類を添 

付させる。 

（第二種製造者の高圧ガス製造事業の廃止の届出） 

第２９条 法第２１条第２項及び第３項の規定による、第二種製造者の高圧

ガス製造事業廃止の届出があったときの処理については、第２８条に準じ

て行う。 

（貯蔵所の廃止の届出） 

第３０条 法第２１条第４項の規定による、貯蔵所廃止の届出があったとき

の処理については、第２８条に準じて行う。 

（高圧ガス販売事業の廃止の届出） 

第３１条 法第２１条第５項の規定による、高圧ガス販売事業廃止の届出が

あったときの処理については、第２８条に準じて行う。 

（特定高圧ガス消費の届出） 

第３２条 法第２４条の２第１項の規定による、特定高圧ガス消費の届出が

あったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第１４条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、消費計画書（計画様式第８号）及び関係図書を 

添付させる。 

（特定高圧ガス消費者の承継の届出） 

第３３条 法第２４条の２第２項において準用する法第１０条の２第２項

の規定による、特定高圧ガス消費者承継の届出があったときの処理につい

ては、第１５条に準じて行う。 

（特定高圧ガス消費施設等変更の届出） 

第３４条 法第２４条の４第１項の規定による、特定高圧ガス消費施設等変

更の届出があったときの処理については、第２２条に準じて行う。 

（特定高圧ガス消費の廃止の届出） 

第３５条 法第２４条の４第２項の規定による、特定高圧ガス消費廃止の届

出があったときの処理については、第２８条に準じて行う。 

（危害予防規程の制定又は変更の届出） 



第３６条 法第２６条の規定による、危害予防規程の制定又は変更の届出が

あったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を確認し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の審査の結果、法に定める事項に適合し、かつ、公共の安全の維 

持又は災害の発生の防止上適当であると認めるときは、当該届出書のう 

ち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出者に交付する。 

（高圧ガス保安統括者等及び代理者の選任又は解任の届出） 

第３７条 法第２７条の２、第２７条の３、第２７条の４及び第３３条第１

項の規定による、高圧ガス保安統括者、高圧ガス保安技術管理者等、高圧

ガス保安主任者等、冷凍保安責任者、高圧ガス保安統括者代理者及び冷凍

保安責任者代理者の選任又は解任の届出があったときは、次により処理す

るものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を審査し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の審査の結果、選任又は解任があったものと認めるときは、当該 

届出書のうち１通に受付印及び届出受理済印を押印し、届出者に交付す 

る。 

（３）前号に定める届出書には、以下の区分に応じた書類を添付させる。 

  ①高圧ガス保安統括管理者・代理者 

   保安統括者証明書（証明様式第１号） 

   保安統括者代理者証明書（証明様式第２号） 

   事業所保安管理組織図 

②冷凍保安責任者・代理者 

   冷凍保安責任者証明書（証明様式第３号） 

   冷凍保安責任者代理者証明書（証明様式第４号） 

   高圧ガス製造保安責任者等免状の写し（ただし、高圧ガス取扱ガス種

名及び取扱経験年数を記載させること。） 

   事業所保安管理組織図 

  ③保安技術管理者及び保安係員 

   高圧ガス製造保安責任者等免状の写し（ただし、高圧ガス取扱ガス種

名及び取扱経験年数を記載させること。） 

   事業所保安管理組織図 

  ④保安主任者及び保安企画推進員 

   保安企画推進員証明書（証明様式第５号）（ただし、保安主任者につ



いては、証明書不要である。） 

高圧ガス製造保安責任者等免状の写し（ただし、高圧ガス取扱ガス種

名及び取扱経験年数を記載させること。） 

事業所保安管理組織図 

（高圧ガス販売主任者の選任又は解任の届出） 

第３８条 法第２８条第３項において準用する法第２７条の２第５項の規

定による、高圧ガス販売主任者の届出があったときは、次により処理する

ものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第３７条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、高圧ガス製造保安責任者免状の写し又は販売主 

任者免状の写し及び実務経験証明書（証明様式６号）を添付させる。 

（特定高圧ガス取扱主任者の選任又は解任の届出） 

第３９条 法第２８条第３項において準用する法第２７条の２第５項の規

定による、特定高圧ガス取扱主任者の届出があったときは、次により処理

するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第３７条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、高圧ガス製造保安責任者免状の写し、第１種販 

売主任者免状の写し又は高圧ガス保安協会が行う特定高圧ガスの取扱 

いに関する講習会の修了証の写し及び実務経験証明書を添付させる。 

（高圧ガス製造施設の休止の届出） 

第４０条 法第３５条第１項の規定による一般則７９条第２項及び液石則

第７７条第２項の規定により、高圧ガス製造施設休止の届出があったとき

は、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第２８条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、休止計画書（計画様式第９号）及び関係書類を 

添付させる。 

（高圧ガス保安協会又は指定保安検査機関の保安検査受検の届出） 

第４１条 法第３５条第１項第１号の規定による、高圧ガス保安協会保安検

査受検又は指定保安検査機関保安検査受検の届出があったときの処理に

ついては、第２３条に準じて行う。 

（高圧ガス保安協会又は指定保安検査機関の保安検査結果の報告） 

第４２条 法第３５条第３項の規定による、高圧ガス保安協会保安検査結果



又は指定保安検査機関保安検査結果の報告があったときの処理について

は、第２４条に準じて行う。 

（認定完成検査実施者又は認定保安検査実施者の検査記録の届出） 

第４３条 法第３９条の１１第１項及び第２項の規定による、完成検査記録

又は保安検査記録の届出があったときの処理については、第１４条第１号

及び第２号に準じて行う。 

（容器検査所の検査主任者の選任又は解任の届出） 

第４４条 容器則第３５条の規定による、検査主任者の選任又は解任の届出

があったときの処理については、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の処理については、第３７条第１号及び第２ 

号に準じて行う。 

（２）前号の届出書には、高圧ガス製造保安責任者免状の写し又は容器則第 

３４条に規定する資格を有することを証する書面を添付させる。 

（容器検査所の廃止の届出） 

第４５条 容器則第３９条の規定による、容器検査所廃止の届出があったと

きの処理については、第２８条に準じて行う。 

（氏名、名称、住所等の変更の届出） 

第４６条 法人の名称又は本社の所在地の変更、法人の本社又は事業所の住

所の表示の変更及び事業所の名称の変更による、高圧ガス施設の名称等変

更届（名変様式第１号）又は高圧ガス施設の名称等（冷凍）変更届（名変

様式第２号）による届出があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該届出書の内容を確認し、届出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の確認の結果、当該届出書のうち１通に受付印及び届出受理済印

を押印し、届出者に交付する。 

（高圧ガス施設等の工事の届出） 

第４７条 許可又は軽微な変更の工事に該当しない工事のうち、第一種製造

者の製造のための施設及び第一種貯蔵所において、高圧ガスの処理能力又

は貯蔵能力の変更を伴う工事を行うことによる、高圧ガス施設等の工事届

（工事様式第１号）による届出があったときの処理については、第２８条

第１号及び第２号に準じて行う。 

（許可申請等の取下げの願出） 

第４８条 市長に対し法の規定による許可又は登録若しくはその更新の申

請者から、申請後において当該申請を取り下げようとするため許可申請等

の取下げ願出書（願出様式第１号）による願出があったときは、次により



処理するものとする。 

（１）予防課長は、当該願出書の内容を確認し、願出に係る電算処理を行 

う。 

（２）前号の確認の結果、当該願出書のうち１通に受付印及び届出受理済印

を押印し、許可申請書等のうち１通を添付して申請者に交付する。 

（証明書交付の願出） 

第４９条 許可等により認められた事項について、証明書交付願出書（願出

様式第２号）による願出があったときは、次により処理するものとする。 

（１）予防課長は、当 該願出書の内容を審査し、証明が必要と認めると

きは、証明書（願出様式第３号）を届出者に交付する。  

（２）前号の処理について手数料条例に係るものにあっては、手数料を徴 

収する。 

（様式の用紙） 

第５０条 この要綱に定める様式（印様式を除く。）の用紙の大きさは、日

本産業規格Ａ４とする。 

（施行細目） 

第５１条 この要綱の施行について必要な事項は、予防課長が定める。 

   附 則（平成２４年３月２７日豊消予第１６７号消防長通知） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の日（以下「施行日」という。）前に大阪府知事が行っ

た許可等の処分その他の行為又はこの要綱の施行の際現に大阪府知事に

対して行っている許可の申請その他の行為で、施行日以後において市長が

管理し、及び執行することとなっている事務に係るものは、法令中別段の

定めがあるものを除き、施行日以後において、市長の行った許可等の処分

その他の行為又は、市長に対して行った許可の申請その他の行為とみなす。 

附 則（平成２５年３月２８日豊消予第１５８号消防長通知） 

  この要綱は、通知の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月３０日豊消予第２１６号消防長通知） 

  この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２４日豊消予第２１８号消防長通知） 

  この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（平成３０年４月６日豊消予第７号消防長通知） 

  この要綱は、通知の日から施行する。 

附 則（令和元年６月１８日豊消予第１１０号消防長通知） 

  この要綱は、令和元年７月１日から施行する。 


